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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、特許のデータを利用して、研究開発とイノベーションに関する地理的側面
の分析可能性を探ることにある。研究者向けに整備されたIIP特許データベース（知的財産研究所）を利用して、出願
者の所属組織および組織別出願者数の時系列分析を行った。その結果、企業規模が大きくなるほど所属組織の所在地は
本社知財部門等に一括管理され、特許の出願地と実際の研究開発の場所との乖離が問題となることが示唆された。他方
、大学や研究機関による研究開発については、特に2000年代以降において特許データからその動向を読み解くことが可
能であり、産学連携などの地理的特徴についても十分に実証できることが明らかとなった。
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to search for the possibility for a geographical anal
ysis concerning research and development activities and its innovation using the data of the patent. From 
time-series analysis of the applicant's organization using IIP patent database, it is suggested that the g
eographical addresses of patent data are mostly different from that of the actual R&D activities in case o
f large-scale companies because their head quarters control all intellectual properties. On the other hand
, these results provided well-marked evidence that its geographical aspects will become clear with regard 
to the research and development activity in universities or public research organizations.     
研究分野：
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、地理学や隣接分野においてイノベー
ションに注目が集まっている。特に経済地理
学においては、イノベーションの創出確率を
上げる環境の 1つとして集積の重要性が喧伝
され、経済成長のキードライバーもしくはイ
ノベーションの「場」として産業集積やクラ
スターなどが論じられてきた。このような潮
流をふまえて、経済政策や地域政策の面で集
積やクラスターなどが脚光をあび、日本にお
いても 2001 年から経済産業省が産業クラス
ター計画を、2002 年から文部科学省が知的
クラスター計画を日本全国で推進してきた。
しかしイノベーション活動については定量
的または計量的な把握がようやく緒に就い
たところであり、既存研究の多くが定性的な
事例研究に依ってきた。定量分析として発展
してきたのは特許の分析である。イノベーシ
ョンの代理指標として特許データの活用が
隣接分野（特に経済学）で進んでおり、OECD、
米国 NBER、日本の知的財産研究所などによ
るデータベースの公開がそれを後押しして
いる。このような大量の特許データを活用す
ることで、研究開発とイノベーションとのリ
ンケージ、集積とイノベーションの関係など
「イノベーションの地理学」へ定量的あるい
は計量的な知見を提供することが求められ
ている。 
本研究は、研究開発とイノベーションの関
係に着目し、特許データベースを利用した定
量的な分析によって、研究開発活動の地理的
な側面について考察することを目的とする。
その際の着眼点やアプローチは以下の 2点で
ある。第 1 に、イノベーション活動のメカニ
ズムについて、代理指標である特許の出願デ
ータベースを用いて、出願人の住所、出願内
容などを利用することにより、地理的な定量
分析が可能なデータセットに加工編集する
ことである。第 2 に、研究者や技術者の特許
出願から、企業の範囲を超えた共同研究や産
官学連携などの研究開発活動が地域的集積
やクラスターといかなる関連性を有してい
るのかという点について含意を明らかにす
ることである。これら 2 点から「イノベーシ
ョンの地理学」の発展へ新たな分析手法を提
案したい。 
 
２．研究の目的 
本研究は、研究開発成果およびイノベーシ
ョンの代理指標として特許を活用し、特許デ
ータベースを利用した定量的な分析によっ
て研究開発活動の地理的な側面について考
察することを目的とする。その際の着眼点や
アプローチは以下の 2 点である。第 1 に、イ
ノベーション活動のメカニズムについて、代
理指標である特許の出願データベースを用
いて、出願人の住所、出願内容などを利用す
ることにより、地理的な定量分析が可能なデ
ータセットに加工編集することである。第 2
に、研究者や技術者の特許出願から、企業の
範囲を超えた共同研究や産官学連携などの
研究開発活動が地域的集積やクラスターと
いかなる関連性を有しているのかという点
について含意を明らかにすることである。本
研究の意義は、これまで定性的、あるいは文
献解釈的にしか考察されてこなかったイノ
ベーションの地理的含意について、特許デー
タベースの分析によって近接性や地域集積
の含意を定量的・計量的に明らかにすること
により、集積論とイノベーション論の接合を
図ることである。これまで人文地理学におけ
る特許データの利用はほとんど行われてこ
なかった。2000 年代に入って、経済学にお
いて特許を利用した多面的な分析が進んで
おり、斯学においても積極的な利用方法の開
発が望まれる。特許データベースを活用した
分析手法の提案によって、今後「イノベーシ
ョンの地理学」の更なる発展が期待できる。 
 
３．研究の方法 
特許のデータベースに関しては、平成 21
年度科学研究費補助金（若手 B、期間：平成
21 年度～23 年度、課題番号 21720308）にお
いて知識生産のメカニズム分析で特許デー
タを一部活用したので、特許の制度、データ
の特徴や構造、利用する際の注意点などは既
に学習済みであった。それらの経験をふまえ、
本研究のチャレンジは以下の3点にまとめら
れる。（1）特許データは通常「広報」として
掲載され特許電子図書館から利用できるが、
個別特許の集計に多大な時間がかかり、大量
データの分析には不向きである。そこで財団
法人知的財産研究所で 2007 年から研究者向
けに公開されたIIP特許データベースを活用
し、かつ民間企業がサービスしているカスタ
ムデータを補完的に用いることで、本研究の
目的に沿ったデータベースの構築を目指す
ことである。（2）特許データに記載されてい
る出願人の所在地は主に大企業の場合本社
所在地であり、地理的データとして扱うには
制約がある。そこで、特許の出願人氏名と、
大企業の社内技報や理工系論文データベー
スに記載されている研究者・技術者の所属デ
ータを活用し、研究者・技術者単位で所在地
をマッチングさせて特許データベースに地
理的情報を加味する。この試みが本研究の最
も独創的な点である。（3）これまでの研究で
主に対象としてきた技術領域の知識（特に、
ディスプレイ産業や半導体産業などの電子
部品技術や情報処理技術）を活用して、特定
技術領域に絞って特許の地理的属性につい
て研究可能性を検討することである。 
具体的な研究方法はステップワイズで三
段階で進めた。まず、研究者向けの IIP 特許
データベース（知的財産研究所）をテキスト
エディタによって編集し、民間のカスタムデ
ータを補完的に用いることによって、分析に
必要な属性を整理して特許データベースを
作成する。次に、作成したデータベースの出
願人氏名と公開されている社内技法や論文
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データベースの著者名とをマッチングさせ、
所在地情報を特許データベースに付加した。
第 3に、企業や研究機関などの特許に記載さ
れている所在地属性の精度を上げて、共同研
究や産学官連携の動向、出願人と所属組織の
関係などから、研究開発活動の地理的側面に
ついて分析可能性を展望した。 
 
４．研究成果 
特許の経済分析および特許と集積の関係
について文献調査を行い、方法論の整理と斯
学への導入可能性について検討した。この点
は、本研究のフィージビリティスタディにあ
たるが、2008 年から部分的に開始しているた
め、特に特許データベースを活用した経済学
的な研究および技術経営の議論に焦点をあ
て、定量的あるいは計量的分析における特許
データベースの活用方法について調査を行
った。これらの研究は、日本の IIP 特許デー
タベースのベンチマークとなった NBER（全米
経済研究所）の公開特許データベースを用い
ているため、Acs や Audretsch らが実際に研
究で使用したデータセットをインターネッ
ト上で入手し、分析に必要な属性や分析にあ
たっての工夫などを考察した。 
そのうえで、IIP 特許データベースを用い
て地理的側面の考察に資するデータセット
の加工編集作業を進めた。実際の作業にあた
って、特許は膨大なテキストデータであるた
め、スクリプト言語とテキストエディタを活
用してデータベースの加工編集を行った。そ
の際、特定の技術領域に絞ることで加工編集
作業の効率化を図った。具体的には、半導体
デバイスの「メモリ技術」、薄型パネルディ
スプレイの「表示装置技術」などの基幹電子
部品技術と、それらの統合製造技術と情報処
理技術に焦点をあてた。分析の結果、これら
の関連特許は15年間で約20万～30万ほどに
なり、特許の出願人、所属企業、出願住所、
被引用文献、共同研究の有無等をデータベー
ス化した。他方，科学技術振興機構で公開さ
れている理工系論文データベース（和文）と
IEEE 論文データベース（英文）、大企業の社
内技法の主に 3つのソースを用いて、特許の
出願人と論文の著者名をマッチングさせる
作業を行った。IEEE は全米電機・電子学会の
略称であり、その刊行物は100以上にのぼる。
産業技術に関連する論文が大半を占めてお
り、特許の出願人との重複性も高いことが知
られている。こうした論文や社内技報データ
ベースに記載されている著者の所在地は、研
究所・機関や事業所レベルが多いため、特許
データに欠けている出願人の所属先（具体的
な地理情報）を付加することが可能である。 
また、IIP 特許データベースでは抜けてい
る属性として「引用文献」や「他特許との関
係」があげられる。これらの特許間関係につ
いては全てを分析することは困難ではある
が、例えば技術領域で絞る、特定の機関や事
業所で絞る、特定の地理的範囲で絞る、など
によって部分的な分析は可能である。ただし、
IIP 特許データベースではこうした特許間関
係のデータがないうえに、落丁やデータ欠損
なども一部で見られるため、それらを補うた
めに民間の特許データベースを補完的に用
いた。このプロセスは、特許のインパクトに
よる研究開発活動の重み付けを意図したも
のであるが、研究開発活動のインパクトを図
ることが可能になる点で今後の課題として
重要である。 
加工編集した特許データベースを用いて、
定量的に研究開発活動の実態分析をいくつ
かの事例地域で行った。①出願人（研究者・
技術者）の所在地データセットから、研究開
発活動の地理的集中化が生じているのか否
か、既存集積の関係が見られるのかどうか、
特定の事業所から継続的に成果が生み出さ
れているのか否か（イノベーション活動の
「収束」か「拡散」か）、などの課題に応え
られうるか否かを検証した。②１つの特許に
複数の所属先があるデータセットを用いて、
共同研究の動向や共同研究における距離の
含意、産学官連携などの進捗状況などをデー
タ分析から試みた。③特許間関係についての
データセットから、企業組織や機関などにお
ける技術伝承、すなわち特定技術領域におけ
る継続的な研究開発活動の動向について調
査した。この結果、企業規模が大きくなるほ
ど所属組織の所在地は本社知財部門等に一
括管理され、特許の出願地と実際の研究開発
の場所との乖離が問題となることが示唆さ
れた。他方、大学や研究機関による研究開発
については、特に 2000 年代以降において特
許データからその動向を読み解くことが可
能であり、産学連携などの地理的特徴につい
ても十分に実証できることが明らかとなっ
た。事例とした技術領域においては、英語論
文データベースや社内技報などの業界情報
を利用することによって特許出願人と論文
著者のマッチング率は 10％前後となり、特許
データを利用した研究開発の地理的側面を
分析するには十分なサンプルを得られるこ
とがわかった。サンプルによる分析では、
2000 年代以降に進展した一連のクラスター
政策や大学の技術移転戦略（TLO 等）の影響
により、政策対象地域における研究開発の活
発化が進み、地域間の共同研究が進んだ一方、
企業に比べ、国際的な共同研究ではあまりネ
ットワーク化が進展していないことが示唆
された。 
本研究の成果は、これまで定性的、あるい
は文献解釈的にしか考察されてこなかった
イノベーションの地理的含意について、特許
を利用した大量データベースの作成によっ
て定量的あるいは計量的分析への道を開く
ものである。特に、無料で公開されている特
許と論文のデータベースを研究者・技術者の
氏名をもとに部分的にマージさせることに
よって、特許データベースに地理的情報を付
加させる点が本研究の斬新な点であった。こ
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うしたデータベースを開発することで、研究
開発活動における近接性や地域集積の含意
を定量的・計量的に明らかにすることが可能
となり、今後これらのデータを活用すること
で、実証研究の豊富化につながり、集積やク
ラスターなどを柱とする地域政策に対して
大きな貢献になることが見込まれる。地理情
報を付加した特許の分析が進めば、地理情報
システム(GIS)を援用した空間分析への発展
も期待でき、国内スケールにとどまらず、グ
ローバルスケールでのイノベーション活動
と集積の議論へ豊富な知見を提供できよう。 
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